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0. 序
本稿は拙稿「サービス業と製造業の収益性」（本論集第40巻21号， 1990年6月）の
続編で，同じ視点から次の変数の部門間格差について規模別に見ると言う意味
で，より細かく見ることが主な目的である％
＊本稿作成に際し，元木久氏（本学経済学部）から助言を得た。謝意を表します。
また計算には， SAS(Statistical Analysis System)を利用した。
1)先ずここで， 前掲拙稿「サービス業と製造業の収益性」の間違いに言及しておきた
い。そこで利澗率，利洞分配率の部門間格差の決定要因の寄与は，その係数をすべて
製造業（あるいは第二次産業）の値として定義さるべきである。これにより，前稿の
図3, 4 , 9 , 10, 13, 14, 16, 17において， あるグラフが， 寄与の方向を変えず，その程
度を変えるように移動する。寄与を定義した脚注以外に文章を変えなくてもよいか
ら，図を再掲する必要もないだろう。なお，この間違いを指摘して下さったのは，吉
田達雄氏（本学経済学部）である。同氏に，記して謝意を表します。
また，要旨を研究会で話したとき，経済学部の多くの先生方からも有益な刺激的反
応を得た。謝意を表します。
以下，本稿で言及する各クラス (1-7)の資本金規模は，次の通り。
クラス 資本金
1 200万円末満
2 200万円以上， 500万円末満
3 500万円以上， 1,000万円未満
4 1,000万円以上， 5,000万円未満
5 5,000万円以上， 1億円末満
6 1億円以上， 10低円未満
7 10億円以上
25 
888 隅西大學「継清論集」第40巻第5号 (1991年 1月）
1. 利潤率
利潤率（＝（付加価値額ー 従業員給料手当ー 福利費）／（有形固定資産ー 建設仮勘定））は，
産業全体としては，当初の予想に反し，サービス業では製造業より低いことが
分かった。では，これは，各規模で一様に見られることかどうか。また，第三
次産業では第二次産業より高かった（これは予想通り）が，これも，各規模で一様
に見られることかどうか。
2. 総資本営業利益率，同じく純利益率
1. で定義した利潤率の他に，代表的な収益性の指標として，総資本営業利益
率（＝営業利益／総資本（期首・期末平均））， 同じく純利益率（＝当期純利益／総資本（期
首・期末平均））に，＿注目しよう。 これらも当初の予想に反し，産業全体として
は，サービス業では製造業より，第三次産業では第二次産業より低いことが分
かった。では，これは，各規模で一様に見られることかどうか。
3. 貨幣賃金率
利潤分配率（これは， 1.で定義した利潤率の決定要因の一つと見ている）の決定要因
の一つとしての貨幣賃金率（＝（従業員給料手当＋福利費）／従業員数））について，産
業全体としては，予想に反し，サービス業では製造業より，第三次産業では第
二次産業より低いことが分かった。これは，各規模で一様に見られることかど
うか。
以上，いずれもデータとしては「法人企業統計」を利用する。更に，貨幣賃
金率の部門間格差については，産業連関表を利用し，同時期の多数部門のデー
クという線からも接近する2)。 この点について，もう少し詳しく説明しよう。
2) 「1960-65-70年（同じく 1965-70-75年， 1970-75-80年）接続産業連関表」を利用した。
26 
これができたのは泉弘志氏（大阪経済大学）の好意による。良永康平氏（本学経済学
部）には，産業連関表について色々教えて頂いた。両氏の好意に，記して謝意を表し
ます。
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もともとの想定は，次のようであった。拡大している産業は，収益性はより
高いはずである。それは，需要はもちろん，より高い生産性に支えられている
だろう。また，労働力を吸引する必要があるから，貨幣賃金率もより高いだろ
うが， その収益性に対する負の影響は， 生産性の高さが相殺しているであろ
う。従って，短く言えば，クロス・セクションで収益性，貨幣賃金率，労働生
産性の相関関係を見るということである。
産業連関表から得られる収益性の代表としては，利潤分配率に注目するのが
妥当であろう。利潤分配率の部門間格差は，既に確かめたところでは（前掲拙稿
参照），利潤率のそれと同符号，もしくは，それに正の方向に寄与しており，こ
の分脈では，利潤率の代理変数と見てよいだろう。相関関係についての予想と
しては，もちろん，利潤分配率が高い産業では，労働生産性はより高く，貨幣
賃金率もより高いということである。
1. 利潤率
a. サーピス業と製造業
先ず，図 1を眺めよう。一見，クラス別利潤率部門間格差の特徴を次のよう
に纏めることが出来よう。
図1 利潤率格差（サー ビス業ー 製造業）
クラス 1, 2, 3 クラス 4~7
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1. クラス 1,2を除き， どのクラスでも産業全体の場合と同様， 部門間格差
（サー ビス業ー 製造業，以下同様）は負で， 安定している。 クラス1,2でも，格差
が正で持続すると言うことはない。
次に，その決定要因について（図2, 3を参照）。
2. 利潤率部門間格差を決定する要因（分配率と資本係数）については， 利潤分差
配率の部門間格の寄与の方向が，クラスに関わらず，不安定であるのに対しJ
（図2),資本係数のそれが， クラスによる違いにも関わらず， 全体としては
図2 利潤分配率格差（サービス業ー製造業）
クラス 1, 2, 3 クラス 4~7
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図3 資本係数格差（サービス業ー製造業）
クラス 1, 2, 3 クラス4~7
? ?
? ?
1960 1970 1980 .1990 1960 1970 1980 1990 
28 
サー ビス業と製造業の収益性ー 資本金規模別比較（佐藤） 891 
安定していることが，印象的である（図3)。
分配率が，利潤率の部門間格差を拡大するよう働く場合でも，資本係数の
部門間格差によって相殺されてしまう訳である。（資本係数の部門間格差が正で
あることは，その利潤率の部門間格差への寄与が負であることに注意。）特に，大規模
クラス(4―,5,6,7)では，この事が，はっきりと現れており，小規模クラス (1,
2,3)に比し，資本係数の部門間格差が大きく，利潤率の部門間格差も大きく
なっている。
結局，当初の設問に対する単純化された答えとしては，利潤率の部門間格差
は，規模別クラスを通じて一様であると言うべきであろう。即ち，次のような
ことでは，なさそうである。あるクラスでは，サービス業の収益性が製造業よ
り低いにもかかわらず，他のクラスでは，サービス業の収益性がより高い。集
計の結果，産業全体としては，サービス業の収益性が製造業より低くなるが，
サービス業の収益性がより高いクラスで，サービス業の拡大が起こっている。
この事実は，国民経済計算を利用した結果と反対であるが，どう折り合いを
つけるべきであろうか。ここでは，二つの可能な説明を述べるにとどめざるを
得ない。一つの場合は，「法人企業統計」がカバーしていない領域で， サービ
ス業の収益性が高く，それがよりい領域につ広いての結果を逆にしているとい
うことである。いま一つは，より収益性の高い製造業へ参入したいが，なんら
かの理由で出来ず，かつサービス業の収益性は，製造業よりは低いが，製造業
を除く他の場合よりは収益性が高く，サービス業の拡大が起こっているという
ことである。どちらも，どちらか，あるいは，どちらでもないか等等は，最終
的には，より詳しく実状を調べる他はない。
いずれにせよ，利潤率とその決定変数，特に資本係数の部門間格差が，規模
が大きいクラス (4,5,6,7)ではより明白で安定しているのに対し，規模が小さ
いクラス (1,2,3)では，そうでなくなるのは，資本規模と産業構造の安定さの
関係を考えると，自然な結果であろう。
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図4 利潤率格差（第三次産業ー第二次産業）
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b. 第三次産業と第二次産業
図4を，眺めよう。クラス別利潤率部門間格差の特徴を，箇条書的に纏める
と，
1. 一番目立つのは，クラス 7である。ここでは，例外的に，非常に明白に産
業全体と同様の状態である。そこでは，利潤率の部門間格差（第三次産業ー第
二次産業，以下同様）は正で， 1970年代後半まで拡大， その後縮小するが，他
のクラスでは， この様に長期に亘り，利潤率の部門間格差が正の時期はな
ぃ3)。 しかし，その経済的意味としては，その傾向の変化に注目して，大規
模クラスであっても，長期的には利潤率の平準化機構が働いていると解釈す
べきであろう。
次の二点にも，注意したい。
2. 他のクラスも，次のような意味では，クラス 7と（従って，産業全体と）同じ
パクーンを示すと言える。即ち， 1970年代後半までは，利潤率の部門間格差
は「いざなぎ景気」期を除き正（クラス1,2,3), または，負でも絶対値は小さ
かったり， 縮小する（クラス4,5,6)が， それ以降， 格差は反対方向に拡大す
3)図4において， 1960年のクラス 1の利洞率は，異常と見なし，表示せず。後出の図9
における， 1960年のクラス 1の総資本営業利益率についても，同様。
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る。ただ，それらの全期間を通じての水準が，クラス 7に比し低いのである。
3. 小規模クラス(1,2,3,4)では，大規模クラス(5,6,7)に比し，利潤率の部門間
格差の1970年代後半の構造的変化は目立たず，むしろ，一貫した低下傾向が
特徴である。但し，その経済的意味としては，私達の仮説との関係では，傾
向そのものとは別に，その正負の符号の変化も問題で， 70年代後半が転換点
と言うことになろう。更に，傾向自身については， 80年代にその逆転の兆し
が見えることに注目すべきで，平準化機能の現れと理解できるだろう。
利潤率の部門間格差を決定する要因については，どのクラスについても，利
潤分配率の部門間格差が比較的安定して正で， 格差を拡大するように機能し
（図5),資本係数の部門間格差は，クラス 7を除き， 安定して正で， 格差を縮
小する（逆の方向に拡大する）ように機能している（図6)結果，利潤率部門間格差
の既述の複雑な動向が起こっていることが分かる。従って，サービス業対製造
業の比較の場合と同様，利潤率の部門間格差の決定要因としては，資本係数が
支配的で，分配率の影響を上廻っていることが分かる。
この点で，クラス 7は，利潤分配率の部門間格差だけではなく，資本係数の
部門間格差も，その符号が安定していて，異色であるが，異色である点では，
首尾一貫している。更に，利潤率の部門間格差への寄与では，資本係数が支配
図5 利潤分配率格差（第三次産業ー第二次産業）
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図6 資本係数格差（第三次産業ー第二次産業）
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的であったことを考えると，異色である事態は整合的である。
で，異色のクラス 7について，もう少し細かく見てみよう。どの産業のせい
で，この様な異例が起こっているのだろう。この場合，予め要注意の産業は，
ガス・水道業，電気業，特に後者である。前者には，クラス4,5,6,7しかなく，後
者には，クラス 7しかないから。このクラスにおける各産業の利潤率を見てみ
よう（図7)。図 7より，このクラスにおける利潤率部門間格差の異例の動向は，
ガス・水道業，電気業ではなく，鉱業，建設業で説明さるべきであると見当を
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つけてよいだろう。もちろん，現実との対応で最も注意すぺき要因は，産業全体
におけるこれらの産業の比重における標本と実際とのずれの大きさであろう。
結局，当初の設問に対する答えとしては，サービス業対製造業の場合と対照
的に，利潤率の部門間格差は，規模別クラスを通じて一様でないということで
ある（即ち，クラス 7の異例さ）。また，その原因は， 産業に関わらず，一様に大
規模であることによるというのではなく，特定の産業（即ち，鉱業，建設業）によ
るようだ，ということである。
2. 総資本営業利益率，同じく純利益率
産業全体としては，サービス業（第三次産業）総資本営業利益率， 同じく純利
益率等多くの収益性の指標が，予想に反し，製造業（第二次産業）のそれらより
高いと確かめられなかった。（前掲拙稿参照）クラス別では，どうか。
a. サーピス業と製造業
収益性の指標として，特に総資本営業利益率，同じく純利益率に注目してみ
ょう。それらの部門間格差について，次の二点を指摘したい。（図8参照）
1. まず，サービス業と製造業の格差について。図 8より明らかに，どちらの
図8 総資本営業利益率格差（サービス業ー製造業）
クラス 1, 2, 3 クラス4~7
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指標についても，どのクラスにおいても，継続して正ということはない叫
2. 次に， 小規模クラス (1,2,3)では，部門間格差の符号の短期的変化が激し
く，大規模クラス(4,5, 6)では，安定している。これは，資本規模が大である
程，産業構造は安定していると考えれば，自然であろう。
但し，この点で，クラス 7は，小規模クラス(1,2,3)と同程度ではないが，
クラス 4,5,6に比し，部門間格差の符号の短期的変化が激しいという意味で
異色である。しかし，これは，むしろ70年代後半の構造変化によって説明さ
るべきであろう。
b. 第三次産業と第二次産業
次に，第三次産業と第二次産業の収益性格差について，次のことが分かる。
（図9参照）
1. どちらの指標についても，あるクラスの，ごく一時期除くどの場合でも，
部門間格差は負であること。
2. どのクラスでも，格差が縮小する傾向があること。
3. サービス業対製造業の比較と比べると，反対の方向の部門間格差が安定し
図9 総資本営業利益率格差（第三次産業ー第二次産業）
クラス 1, 2, 3 クラス 4~7
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4)総資本純利益率についての結果は，同じく営業利益率とよく似ているため，図による
例証は，省略。第三次産業対第二次産業の比較についても，同様。
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て大きいこと，格差の傾向的縮小が顕著であることが，第三次産業対第二次
産業の比較の特徴である。この経済的意味としては，個々の領域（例えば，サ
ービス業と製造業）でより短期の，より広い領域でも（例えば，第二次産業と第三
次産業），長期的には収益性の平準化機構が働いている現れと理解できよう。
当初の設問との関係では， 2節全体として，次のことが分かる。収益性とし
て，利潤率の代わりに総資本営業利益率，同じく純利益率を採ったからといっ
て， 1節での議論が大きく変わるということはない。即ち，サービス業（第三次
産業）は製造業（第二次産業）に比し，より収益性が高いからではなく，より低い
にもかかわらず拡大している，これは国民経済計算を利用した結果と反対であ
るが，どちらも整合的に説明する必要があるということである。
3. 貨幣賃金率
利潤分配率の決定要因，労働移動の指標としての，貨幣賃金率の部門間格差を
みよう。産業全体としては，予想に反し，サービス業（第三次産業）の貨幣賃金率が
製造業（第二次産業）のそれより低かった（前掲拙稿参照）。クラス別では， どうか。
a. サーピス業と製造業
図10を一見，クラス 7の異例さが目立つが，その特徴は，次のように纏めら
図10 貨幣賃金率格差（サービス業ー製造業）
クラス 1, 2, 3 クラス 4~7
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〇.5 0. 
0. 
1960, 1970 1980 1990 1960 1970 1980 1990, 
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れよう。
1. クラス 7を除く各クラスでは，短期における正負の変化が激しく（特に，ク
ラス1,2,3), あるいは，負の場合が多く（特に，クラス4,5,6), それらが集計さ
れた結果，クラス 7の効果も上回り，産業全体としては，部門間格差（サービ
ス業ー 製造業）<oが起こった。
2. 最大規模クラス 7では， 部門間格差の符号の短期における変化が少ない
が，長期的には平準化機構が働いている。
結局，当初の問いに対する答としては，クラス 7が異例に，全体の状態とは
違い，部門間格差＝サービス業ー製造業>Oと言うことである。
b. 第三次産業と第二次産業
この比較においても，（図11を参照）
1. クラス3,4では，貨幣賃金率の部門間格差は，安定して正の期間が長い，
2. クラス5,6では，安定して負の期間が長く，低下傾向，
3. クラス1,2では，正負の変化が激しい，
等等，規模による違いも，良く見れば分かるが，
4. クラス 7の異例さが，集計によって少なくなっている。
図1 貨幣賃金率格差（第三次産業ー第二次産業）
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従って，当初の問いに対する単純な答は，クラスによって一様でないと言う
ことで，この点では，サービス業対製造業の比較と同じであるが，全体と異な
るクラス(7)が，その場合のように単純に目立たない。 80年代前半のクラス 1
についても同様で，集計による平準化であろう（図10と図11の縦軸の目盛の違いに
注意）。
サービス業対製造業，第三次産業対第二次産業，いずれの比較についても，
非常に単純化して言えば，小規模クラスでは，貨幣賃金率の部門間格差は小さ
く，大規模クラスでは，大きいが，それなりに平準化機構が働いていると纏め
られそうである。
第三次産業対第二次産業の比較において，利潤分配率の部門間格差は，どの
クラスでも安定して正であることは， 既に見た。従って， 利潤分配率の定義
(=1-貨幣賃金率／労働生産性）からの論理的帰結であるが，確かに労働生産性の部
門間格差は正である（図12)。貨幣賃金率の部門間格差が大きいクラス 2,3,4,7
でも，労働生産性の部門間格差の利潤分配率に対する正の寄与が貨幣賃金率の
部門間格差の負の寄与を相殺‘してしまうわけである。
以上，利潤率，貨幣賃金率の格差比較において，次の二点の経済的意味は，
改めて強調するに値すると考える。
図12 労働生産性格差（第三次産業ー第二次産業）
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1. 利潤率格差の比較において，支配的な要因は，分配率ではなく，資本係数
である。
2. 第三次産業対第二次産業の比較において，貨幣賃金率の部門間格差の不安
定さにもかかわらず，安定的な利潤分配率の部門間格差をもたらすのは，労
働生産性の同方向の部門間格差である。
訳は，どちらの要因も，貨幣賃金率と違い，およそ労資交渉の対称にはなら
ない。そのような要因が，資本にとって最優先と思われる指標，利潤率や分配
率（の格差を）を支配的に決定しているという意味で。
最後に， 当初の設問（クラス別の部門間格差は，ー様であるか）に対する短い答え
＇を，一覧表に纏める。
利潤率
総資本営業（純）利益率
貨幣賃金率
サービス業ー製造業
Yes 
Yes 
No, but simple 
c. 貨幣賃金率・分配率．労働生産性
第三次産業ー第二次産業
No, but simple 
Yes 
No, and complicated 
a., b. では， サービス業（第三次産業）と製造業（第二次産業）を比較した色々な
格差に拘った。この節では，この側面を比較的軽視し，代わりに，多数部門と
いう線からより詳しくみる。「産業連関表」を利用し， どの産業に属するか
（第二次産業か第三次産業，製造業かサー ビス業）は， ともかく，クロス・セクション
で貨幣賃金率， 労働分配率， 労働生産性の相関関係を見よう。結果は一覧表
（表1~3)に纏めた。
前置的な事項を，箇条書的に列挙すると，
1. 各年における変数の水準の相関関係（表1)の他に， 5年間， 10年間の平均
変化率についてのそれも（表2,3)見る。
2. 部門数は， 59部門(「1960-65-70年接続産業連関表」）， 61部門(「1965-70-75年接続
産業連関表」）， 71部門(「1970-75-80年接続産業連関表」）。各表をできるだけいじ
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らず，重複する年に関わる結果は並列した5)。
3. 対象にした変数，貨幣賃金率，労働生産性，分配率の定義は次の通り 6)。
(1) 貨幣賃金率＝雇用者所得／雇用者数
(2) 労働生産性＝国内純生産（要素費用）／従業者数
(3) 労働分配率＝貨幣賃金率x雇用者数／国内純生産
結果は，極めて鮮かに予想を支持していると言っていいだろう。労働生産性
（の変化率）が高い産業では，貨幣賃金率（の変化率）も高いが， 労働分配率（の変化
率）は低いという仮説を受け入れよう。
それでも，この仮説からみて，更に説明を要する場合もあり，留意しておき
たい。
まず，各変数の水準の関係について，
1. 1960年の労働分配率（表1-S)。相関係数が正。
次に，各変数の変化率の関係について。まず， 5年間の平均変化率の関係に
ついて，
2. 1960-65年の労働分配率変化率（表2-Pと表2-S)。相関係数が正。
3. 1970-75年の貨幣賃金率変化率（表2-P)。「1965-70-75年接続産業連関表」
5) 1. 「1960-65-70年接続産業連関表」 59部門について，問題の性質を考え，「53公務」，
「54公共サービス」を除いた。更に，「57分類不明」，「66事務用品」， 「67梱包」の
従業者数，雇用者数が欠損。従って， 59-5=54が標本数となる。但し， 1965年に
は，「3繊維用畜産」の雇用者数が欠損のため， 貨幣賃金率が欠損。従って，この
年の貨幣賃金率に関わる標本数のみ， 54-1=53である。
2. 「1965-70-75年接続産業連関表」 61部門について， 1.と同じ理由で「53公務」，「54
教育」，「55研究」，「56保険・社会保障機関」，「57その他公共サービス」を除いた。
従って， 61-5=56が標本数となる。
3. 「1970-75-80年接続産業連関表」 71部門についても， コード番号は違うが，前者2.
と同様である。更に，「70事務用品」の従業者数，雇用者数が欠損。従って， 71-6
=65が標本数となる。
6)色々な従業者の関係は，次の通り。
従業者＝自営主＋家族従業者＋有給役員＋雇用者
雇用者＝常用雇用者＋臨時・日雇雇用者
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と「1970-75-80年接続産業連関表」による違いの大きさ。
最後に， 10年間の平均変化率の関係について，
4. 1960-70年の労働分配率変化率（表3-P)と1970-80年の貨幣賃金率変化率
（表3-S)。有意確率の高さ。
以上を，全体として眺めると，安易かも知れないが，問題は，もっぱら1960
年（「岩戸景気」の最中）と1970-75年の構造変化期に関わっていると見ることが出
来る。今のところは，原因は，この時期の経済の実態にありそうで，それをよ
り詳しく見ないとわからないが，見ればわかりそうである，ということにして
おきたい。
表1-P 労働生産性，労働分配率，貨幣賃金率の相関関係
（貨幣賃金＝雇用者所得， ヒ゜アソン， IN1960,65,70,75,80) 
1960 1965 1970 1975 1980 
労働生産性 データ・ソース
労働分配率ー0.40536 -0. 40822 -0. 47652 1960-65-70年
0.0024 0.0022 0.0002 接続 1-0表
54 54 55 
貨幣賃金率 0.29089 0.39599 0.42912 
0.0328 0.0033 0.0012 
54 53 54 
労働分配率 -0. 55357 -0. 60442 -0. 43465 1965-70-75年
〇.0001 0.0001 0.0008 接続 I-0表
56 56 56 
貨幣賃金率 0.50632 0.47256 0.43454 
0.0001 0.0002 0.0008 
56 56 56 
労働分配率 -0. 59079 -0. 39029 -0. 57203 1970-75-80年
0.0001 0.0013 0.0001 接続 I-0表
65 65 65 
貨幣賃金率 0.38376 0.45079 0.44799 
0.00016 0.0002 0.0002 
65 65 65 
上より．相関係数（ヒ゜アソン），有意確率，標本数（以下，同様）
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表1-S 労働生産性，労働分配率，貨幣賃金率の相関関係
（貨幣賃金一雇用者所得，スピアマン， IN1960, 65, 70, 75, 80) 
1960 1965 1970 1975 1980 
労働生産性 データ・ソース
労働分配率 0.12056 -0. 21708 -0. 36501 1960-65-70年
0.3852 0.1149 0.0061 接続 I-0表
54 54 55 
貨幣賃金率 0.82672 0.80164 0.74103 
0.0001 0.0001 0.0001 
54 53 54 
労働分配率 -0.43718 -0.52297 -0.31709 1965-70-75年
0.0008 0.0001 0.0173 接続 I-0表
56 56 56 
貨幣賃金率 0.79282 0.79932 0.86910 
0.0001 0.0001 0.0001 
56 56 56 
労働分配率 -0. 57574 -0. 28125 -0. 44799 1970-75-80年
0.0001 0.0232 0.00026 接続 I-0表
65 65 65 
貨幣賃金率 0.75503 0.76342 0.82740 
0.0001 0.0001 0.0001 
65 65 55 
上より，相関係数（スピアマン），有意確率，標本数（以下，同様）
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表2-P 労働生産性変化率，労働分配率変化率，貨幣賃金率変化率の相関関係
（貨幣賃金＝雇用者所得， ピアソン， IN1965, 70, 76, 80 5年間の平均変化率）
1960-65 1965-70 1970-75 1975-80 
労働生産性変化率 データ・ゾース
労働分配率 0.23043 -0.55643 1960-65-70年
変化率 0.0937 0.0001 接続 I-0表
54 53 
貨幣賃金率 0.37579 0.33733 
変化率 0.0056 0.0135 
53 53 
労働分配率 -0.51629 -0. 93273 1965-70-75年
変化率 0.0001 0.0001 接続 I-0表
56 56 
貨幣賃金率 0.40208 0.30066 
変化率 0.0021 0.0243 
56 56 
労働分配率 -0. 79953 -0. 63364 1970-75-80年
変化率 0.0001 0.0001 接続 I-0表
65 65 
貨幣賃金率 0.13576 0.24268 
変化率 0.2809 0.0514 
65 65 
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表2-S 労働生産性変化率，労働分配率変化率，貨幣賃金率変化率の相関関係
（貨幣賃金一雇用者所得，スピアマン， IN1965, 70, 75, 80 5年間の平均変化率）
1960-65 1965-70 1970-75 1975-80 
労働生産性変化率 データ・ソース
労働分配率 0.49228 -0.59297 1960-65-70年
変化率 0.0002 0.0001 接続 I-0表
54 53 
貨幣賃金率 0.35801 0.29076 
変化率 0.0085 0.0347 
53 53 
労働分配率 -0. 62030 -0.81798 1965-70-75年
変化率 0.0001 0.0001 接続 I-0表
56 65 
貨幣賃金率 0.43807 〇.39262 
変化率 0.0007 0.0028 
56 56 
労働分配率 -0. 72893 -0. 70057 1970-75-80年
変化率 0.0001 0.0001 接続 I-0表
65 65 
貨幣賃金率 0.39025 0.44646 
変化率 0.0013 0.0002 
65 65 
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表3-P 労働生産性変化率，労働分配率変化率，貨幣賃金率変化率の相関関係
（貨幣賃金一雇用者所得， ヒ°アソン， IN1970, 75, BO 1吟三間の平均変化率）
1960-70 ： 1965-75 1970-80 
労働生産性変化率
労働分配率 -0.05750 -0. 84879 -0.88573 
変 化 率、 0.6796 0.0001 0.0001 
54 56 65 
貨幣賃金率 0.44697 0.54042 0.24205 
変 化 率 0.0008 0.0001 0.0521 
53 56 65 
データ・ソース 1960-65-70年 1965-70-75年 1970-75-80年
接続I-0表 接続I-0表 接続I-0表
表3-S 労働生産性変化率，労働分配率変化率，貨幣賃金率変化率の相関関係
（貨幣賃金一雇用者所得，スビアマン， IN1970, 75, 80 10年間の平均変化率）
1960-70 1965-75 1970-80 
労働生産性変化率
労働分配率 -0. 58094 -0. 76603 -0.81241 
変 化 率 0.0001 0.0001 0.0001 
54 56 65 
貨幣賃金率 0.30237 0.46288 0.10975 
変 化 率 0.0278 0.0003 0.3842 
53 56 65 
データ・ソース 1960-65-70年 1965-70-75年 1970-75-80年
接続I-0表 接続1-0表 接続1-0表
